
 

 

 

 

2020 年度 事業報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益社団法人新潟県社会福祉士会 

 



２０２０年度 事業実施状況報告 

公益法人会計上の事業区分 法人 

活
動
方
針 

■基本方針 

社会福祉の援助を必要とする新潟県民の生活と権利を擁護する事業、社会福祉に関する知識

及び技術の県民への普及・啓発を行うとともに、社会福祉士の質的向上を図り、新潟県内の社会

福祉の増進に寄与するという本会の目的を堅持する。併せて、公益法人制度改革の趣旨を念頭

に置き、組織及び事業の両面において効率化をすすめ、社会貢献を意識したより一層公益性の

高い事業運営に努めていく。 

■2020 年度の重点事項 

【職能団体としての役割と、それを推進するための組織体制の検討】 

会員である社会福祉士が、それぞれの地域やフィールドでソーシャルワーク機能を発揮して

いけるよう、当会はどのような役割を担い、どのような研鑽の場を会員に提供していくべきか

を各部門が横断的に共有し検討するために、2019 年度から「研修の在り方検討会」を開始した。

検討会では、研修体系や研修事業の実施方法だけでなく、ソーシャルワークの価値やプロセス

をどのように広めていくか、マクロレベルで地域にその機能を還元する社会福祉士をどのよう

に育成するか、という議論が交わされており、2020 年度内には、そのための当会の役割と活動、

運営体制のあり方などを整理する予定である。 

【会員の専門性の地域還元】 

 各地域のさまざまな機関から、会員である社会福祉士を委員や講師等として推薦してほしい

という会への依頼は年々増加している。このような社会福祉士への地域ニーズにこたえられる

よう、人材の把握や育成に取り組んでいく。 

【会員拡大と、会員の会活動への参画の促進】 

組織の基盤強化・活性化のため、引き続き会員拡大に向けた取り組みをすすめる。事務局だよ

りやホームページ、Facebook 等で会の様子を積極的に発信し会活動への興味・関心を持っても

らえるよう取り組むとともに、2019 年度に作成した『新潟県社会福祉士会活用ガイド』を様々

な場面で使用して会活動への参画を促していきたい。また、紹介キャンペーン等の入会促進活

動も継続する。 

活
動
評
価 

■職能団体としての役割と、それを推進するための組織体制の検討に関して 

・新型コロナウイルス感染拡大に伴い 2019 年度末（2020 年 2～3 月）は予定していた研修や会

議を自粛したが、2020 年 4 月以降は『会員の学びを止めない』をモットーに、研修・会議は

可能な限り Web（インターネット）参加ができる形での運営に取り組んだ。Zoom ライセン

スの取得、Wi－Fi の導入、web カメラ、LAN ケーブル、HUB 等の周辺機器の整備、受講者

用・委員用のオンライン研修マニュアルの作成、受講者向けの Zoom の接続テスト（練習会）

実施など準備を行った。オンラインでの演習対応がすぐには難しいため中止とした研修もあ

るが、成年後見人材育成研修や社会福祉士実習指導者講習会、国家試験対策講座などもオン

ラインで実施することができた。また、役員会や各部門の運営委員会などは、ほぼすべてをオ

ンラインで滞りなく実施できた。オンライン化への緊急の対応ではあったが、Zoom ほか ICT

ツールを業務の効率化に活用できたこと、離島や大雪などの環境下でも研修が受講できる状

態を確保できたことなど、その成果やメリットは大きかったと考えられる。 



 

・研修の在り方検討会や新たな認定研修プログラム策定プロジェクトチームでは、社会福祉士

の育成に関する部門横断的な検討を行った。研修の在り方検討会では、現行の研修運営体制

（部門構成）を維持したうえで、各部門において社会福祉士の育成に向けた視点を共有化し

ていくことが確認された。 

■会員の専門性の地域還元について 

 新型コロナウイルス感染症のため各機関や施設・事業所での研修が中止され、講師等派遣依

頼は例年よりも少なかったが、依頼があったものに対しては担当部門の運営委員を中心に講師

や委員として会員を派遣・推薦した。 

■会員拡大と、会員の会活動への参画の促進 

  コロナ禍において「せっかく入会しても活動がない」という状況を作らないよう、前述の通り

『会員の学びを止めない』ことに注力した。ホームページは随時更新し、メールアドレスを登録

している会員には「ホームページ更新情報」としてメールを一斉配信して会の動きや情報をお知

らせした。一方、自主活動支援制度のＰＲや学生への働きかけなどが十分に行えなかった点が反

省点として挙げられる。 

会員の状況 ／2021 年 3月 31 日現在 

正会員 1,241 名 

賛助会員 1 団体 

準会員 7 名 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

定
例
会
議
等 

会議名 実施日 実施場所 

会員定時総会 2020 年 6 月 13 日（土） 新潟ユニゾンプラザ 

理事会 

①2020 年 5 月 15 日（金） 

②2020 年 8 月 28 日（金） 

③2020 年 11 月 20 日（金） 

④2021 年 2 月 26 日（金） 

①書面決議 

②新潟ユニゾンプラザ 

③新潟ユニゾンプラザ 

④新潟ユニゾンプラザ 

内部役員会 

①2020 年 4 月 24 日（金） 

（7/31 は中止） 

②2020 年 10 月 23 日（金） 

③2021 年 2 月 5 日（金） 

Zoom ミーティング 

研修の在り方検討会 
① 2020 年 10 月 4 日（日） 

② 2020 年 12 月 20 日（日） 
Zoom ミーティング 

新たな認定社会福祉士認証研修プ

ログラム策定プロジェクトチーム 

① 2020 年 11 月 3 日（火） 

② 2020 年 12 月 12 日（土） 

③ 2021 年 1 月 23 日（土） 

④ 2021 年 2 月 23 日（火） 

⑤ 2021 年 3 月 28 日（土） 

Zoom ミーティング 

日本社会福祉士会総会 2020 年 6 月 20 日（土） 書面評決 

日本社会福祉士会会長会議 2020 年 10 月 3 日（土） Zoom ミーティング 

関東甲信越ブロック社会福祉士会

連絡協議会 
2021 年 2 月 27 日（土） Zoom ミーティング 



甲信越社会福祉士会（長野・山梨・

新潟）連携会議 
2020 年 12 月 12 日（土） Zoom ミーティング 

そ
の
他 

■入会促進活動 

 紹介キャンペーン、養成校への働きかけ（入会案内配布、会員予備軍募集）など 

■会員の倫理および行動規範に関して 

 会員への倫理綱領・行動規範等の周知、会員への苦情等があった場合の対応 など 

■自主活動支援制度 

 会員が他の会員や社会福祉士、社会福祉関係者・関係機関等とのネットワーク構築や研鑚を行う

自主的な活動を支援（経費補助、広報の支援など／自主活動支援ガイドラインに基づく） 

■外部機関からの依頼に基づく講師・委員の推薦・派遣 

 

■日本社会福祉士会への支援と連携（公益法人会計上の事業区分「その他事業／日本社会福祉士会への支援・

連携」） 

47 都道府県社会福祉士会で構成される法人である日本社会福祉士会への支援と連携を必要に応

じて随時実施（日本社会福祉士会の委員会への委員派遣、調査研究への協力、委託研修（基礎研

修、成年後見人材育成研修等）の受託、その他） 

外部への講師・委員等の推薦・派遣 

依頼元 内容 推薦・派遣された会員 

（福）新潟県社会福祉協議会 新潟県福祉人材センター運営委員会委員 渡辺 陽一 副会長 

（一社）新潟県介護支援専門員協会 理事 池内 明 会員 

（一社）新潟県介護支援専門員協会 同会設立 20 周年事業実行委員会委員 小山 弓子 理事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 成年後見・権利擁護事業（権利擁護センターぱあとなあ新潟） 

担当理事名 渡辺 信也 

活
動
方
針 

2019 年度は「会員支援の充実と更なる受任者の拡充」「関係機関との連携強化」「成年後見制度

利用促進基本計画の速やかな実施」を柱として活動を行った。会員支援については、従来通りの研

修の実施のほか、新潟地区のみではあるが、『ゼロイチアクション』を継続導入し、会員支援と同

時に受任者の育成を行った。関係機関との連携としては、市民後見人の養成や法人後見の運営など

に、引き続き取り組んできた。成年後見制度利用促進基本計画については、弁護士会・司法書士会

との協働で、県や市町村への働きかけや、意見交換会を行った。 

 課題として、ここ数年の急激な受任依頼の増加に対し、会員の協力を得ながら調整を行ってきた

が、無理な調整が利用者に対し不利益をもたらす事案が散見されるようになってきている。後見人

の給源不足に対して、現状の個人受任の形態には限界が見られている。 

 そこで 2020 年度は、会員支援の充実として、受任者養成のためにゼロイチアクションの検証お

よび拡充に取り組んで行くこともさることながら、地域や組織の中で権利擁護を進めていく人材

としての会員支援にも注力していく。そのためにも、他部門とも連携を図り、地域の中で関係機関

と連携し、共生社会及び地域包括ケアシステムの構築の実現に向け、引き続き、成年後見制度利用

促進基本計画の速やかな実施にむけて取り組んでいく。 

活
動
評
価 

2020 年度はコロナ禍により予定していた取り組みをほとんど進めることができなかったなか

で、成年後見人材育成研修は、開始が遅れ年度をまたぐ形になったもののオンラインで実施をする

ことができ、次年度以降の開催に期待が持てるものとなった。 

その他、受任調整にあたっての目安について、会員からのパブリックコメントを求めるなどして

議論を深めていく中でルール作りができたことは、後見人・被後見人双方の利益を守るという意味

で意義のあることだった。 

ぱあとなあ会員数 338 名 うち、名簿登録者 249 名 2021 年 1 月末日時点 

受任件数 972 件 うち、法定後見 961 件 2021 年 1 月末日時点 

任意後見 11 件 

2020 年度新規受任依頼

受付 

268 件 うち、推薦 123 件 2021 年３月末日時点 

 断り 130 件 

取下 6 件 

調整中 9 件 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 実施概要（件数、回数、ほか） 

成年後見人等推薦業務 上記参照 

相談対応、普及・啓発活動 随時 

成年後見人候補者名簿管理（業務

監査） 

活動報告書チェック（定期は 8 月・2 月、ほか随時） 

業務監査委員会（書面決議で実施） 

定
例
会
議

等 

会議名 実施日 実施場所 

運営委員会（全体委員会） 
① 2020年 11月 15日（日） 

② 2021年 1月 29日（金） 
Zoom ミーティング 



運営委員会（本部委員会） 

① 2020年 4月 11日（土） 

② 2020年 6月 25日（木） 

③ 2020年 9月 20日（日） 

① Zoom ミーティング 

② 同上 

③ ユニゾン＋Zoom 

日本社会福祉士会「ぱあとなあ」担

当者会議 
2020年 10月 31日（土） Zoom ミーティング 

関東甲信越ブロック「ぱあとなあ」担

当者会議 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止。代わり、幹事県（埼

玉）によりアンケート調査が実施され回答を共有した。 

成年後見制度利用促進に係る意見

交換会（県・県社協・三士会） 

① 2020年 10月 26日（月） 

② 2021年 2月 2日（火） 

① ユニゾンプラザ 

② Zoom ミーティング 

研修・講座等開催状況 

研修・講座等名称 開催日 参加者・人数 会場 

地区研修 

① 5 月 16 日（新潟） 

② 6 月 20 日（上越） 

③ 8 月 22 日（新潟） 

④ 11 月 28 日（魚沼） 

⑤ 12 月 5 日（上越） 

⑥ 12 月 5 日（新潟） 

⑦ 1 月 23 日（下越） 

⑧ 1 月 22 日（佐渡） 

⑨ 1 月 30 日（中越） 

⑩ 2 月 20 日（新潟） 

① 13 名 

② 25 名 

③ 14 名 

④ 9 名 

⑤ 15 名 

⑥ 21 名 

⑦ 8 名 

⑧ 4 名 

⑨ 25 名 

⑩ 17 名 

① Zoom ミーティング 

② Zoom ウェビナー 

③ Zoom ミーティング 

④ 南魚沼市図書館 

⑤ 上越市市民プラザ 

⑥ Zoom ミーティング 

⑦ 新発田市ボラセン 

⑧ 佐渡市社協 

⑨ Zoom ミーティング 

⑩ Zoom ミーティング 

ぱあとなあ新潟全体会 新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

実務者研修 
①6 月 20 日（上越地区研

修と兼ねる） 
25 名 Zoom ウェビナー 

成年後見人材育成研修（委託

研修） 

2021 年 1 月～4 月（4 日

間） 

県内 26 名 

県外 43 名 
Zoom ミーティング 

名簿登録研修 成年後見人材育成研修の実施時期遅延により、次年度に繰り越し 

成年後見関連専門職合同研修 
新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止 

三士会合同勉強会 

外部への講師・委員等の推薦・派遣 

依頼元 内容 推薦・派遣された会員 

（福）南魚沼市社会福祉協議会 法人後見事業運営委員 高野 八千代 会員 

（福）上越市社会福祉協議会 法人後見事業運営委員 桑原 正史 会員 

（福）妙高市社会福祉協議会 法人後見事業運営委員 桑原 正史 会員 

（福）柏崎市社会福祉協議会 法人後見事業運営委員 渡辺 信也 理事 

（福）刈羽村社会福祉協議会 法人後見事業運営委員 渡辺 信也 理事 

新潟市 
新潟市障がい者地域自立支援協議会 相談支援連絡

会 権利擁護班 
寺口 祐司 委員 

三条市 権利擁護事業アドバイザリー業務（オブザーバー） 田崎 基 事務局長 



五泉市社会福祉関係団体ハピネ

ス 
障害者福祉講演会（2021.10.18） 寺口 祐司 委員 

（福）新潟市社会福祉協議会 成年後見制度推進ネットワーク会議（2022.1.27） 寺口 祐司 委員 

そ
の
他
活
動 

・家事関係機関と家庭裁判所との連絡協議会 2020 年 7 月 10 日 林正海委員出席 

・家庭裁判所と三士会（社会福祉士、弁護士、司法書士）会議 2021 年 1 月 20 日 田崎事務局長出

席 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 虐待対応事業（虐待対応委員会） 

担当理事名 渡辺 陽一 

活
動
方
針 

■高齢者虐待に対して 

・「高齢者虐待対応専門職チーム」（弁護士、社会福祉士）として、市町村および地域包括支援セ

ンターの実施する権利擁護業務への支援を行う（個別事案へのチーム派遣、事例検討会の実

施支援、研修企画へのアドバイス、電話相談）。 

・新潟県高齢福祉保健課から委託予定の「地域包括支援センター職員等研修（初任者研修）」「高

齢者虐待防止研修（要介護施設管理者・研修担当者等向け）」について、会員活動部・高齢者

支援班が担う企画・運営へのサポートを行う。 

■障害者虐待に対して 

 ・「障がい者権利擁護相談対応チーム」（弁護士、精神保健福祉士、社会福祉士）として、虐待や

差別などの障害者の権利擁護事案に関する市町村および障害者基幹相談支援センターからの

相談に対応する。専門職団体としての障害者虐待対応に関する市町村等への支援のあり方に

ついて、チームで継続的な意見交換・事例検討を行う。 

活
動
評
価 

１．高齢者虐待対応に関する取り組みについて 

 新潟県から受託した「新潟県高齢者権利擁護相談支援事業」において、弁護士会と当会とで設

置した「高齢者虐待対応専門職チーム」による市町村・地域包括支援センターへの側面的サポー

トを実施した。虐待の事案だけでなく、成年後見制度の利活用等を含めた高齢者の権利擁護事

案の検討に専門職を派遣できることを広報し、昨年度より相談件数が増加した。 

また、新潟県から当会が受託した「介護職員向け高齢者虐待防止研修事業」「地域包括支援セ

ンター職員等研修（初任者研修）事業」について、主担当部門である高齢者支援班とともに企

画・運営を行った（介護職員向け高齢者虐待防止研修は、2020 年度は企画会議のみ。実施は 2020

年 5 月）。 

当会の独自研修として隔年実施としていた「養護者による高齢者虐待対応現任者標準研修」

は、研修のボリュームからオンラインでの実施が難しく、感染拡大防止のため中止とした。2021

年度はプログラムを縮小しオンラインでの実施を検討する予定である。 

２．障害者虐待対応に関する取り組みについて 

 障害者虐待等の防止に関する三士会（弁護士会、精神保健福祉士会、当会）で設置した「障がい

者権利擁護チーム」では、「新潟県虐待防止支援専門委員制度」の見直しについて、県担当課と意

見交換を行い、運用方法について協議を重ねた。具体的には、虐待等の事案が発生した際、県から

の要請により三士会でそれぞれ予め登録された会員の中から適任者を支援専門委員として選任

し、チーム派遣する形式のスキームに変更された。また、虐待以外の権利擁護事案の相談対応につ

いても広報したことにより、相談件数が増えており、今後の活用が期待される。 

■高齢者虐待対応専門職チーム活動状況 2021 年 3 月 31 日時点 

市町村および地域包括支援センターにおける高齢者の権利擁護対応への後方支援 （※新潟県弁護士会と当会による

高齢者虐待対応専門職チームによる相談対応、「新潟県高齢者権利擁護相談支援事業」として実施） 

① アセスメントシートによる相談 10 件  

対応内訳 ●検討部会の開催 8 件 

 ●チーム派遣 10 件 

② 電話相談 9 件    



③ 事例検討会の実施支援 2 件    

④ 研修企画へのアドバイス １件    

■障がい者権利擁護チーム活動状況 

市町村における障がい者の権利擁護対応（差別事案含む）への後方支援 （※新潟県弁護士会、新潟県精神保健福祉士

協会と当会による障がい者権利擁護チームによる相談対応） 

・県障害福祉課との意見交換（県障害者虐待防止支援専門委員の見直しについて）7 月 27 日・県庁にて 

（渡辺陽一副会長、黒岩海映弁護士、堀口賢二精神保健福祉士が参加） 

・県障害福祉課との調整会議（県障害者虐待防止支援専門委員の運用方法について）12 月 8 日・県庁にて 

（黒岩海映弁護士、堀口賢二精神保健福祉士、社会福祉士会事務局・畠山が参加） 

・12 月末に県障害福祉課より各市町村へ見直し後の支援専門委員の活用について周知がされた。 

① 相談（弁護士会または社会

福祉士会が窓口） 

5 件  

対応内訳 ●県障害者虐待防止支援専門委員として弁護

士派遣 

2 件 

 ●電話対応 1 件 

 ●その他（高齢者権利擁護相談支援事業での

チーム派遣） 

1 件 

② 相談（県障害福祉課が窓

口） 

2 件    

 対応内訳 ●県障害者虐待防止支援専門委員活用予定

（新型コロナ感染拡大を受けて年度明けに延期） 

1 件 

定
例
会
議 

会議名称 開催日 開催場所 

虐待対応委員会 2021 年 1 月 23 日（土） Zoom ミーティング 

障がい者権利擁護チーム会議 
① 2020 年 7 月 6 日（月） 

② 2020 年 11 月 19 日（木） 
Zoom ミーティング 

研
修 

研修名 実施日 実施場所 

養護者による高齢者虐待対応現任者標準

研修 
新型コロナ感染拡大防止のため中止 

そ
の
他
活
動 

 

 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 地域密着型サービス外部評価事業、福祉サービス第三者評価事業（外部評価

機関あいエイド新潟） 

担当理事名 遠藤 真一 

活
動
方
針 

■地域密着型サービス外部評価、福祉サービス第三者評価、社会的養護関係施設第三者評価とも

に、施設・事業所からの依頼に基づき評価機関として適切な評価業務の実施に努める。 

■外部評価（第三者評価）を受けることもさることながら、「自己評価」の過程と結果を有効に活

用することが施設・事業所にとって多くの気づきをもたらすと考えられる。自己評価の効果的な

実施方法、結果の活かし方などについて、自己評価研修会や出前講座を通して普及・啓発に努め

る。 

■地域密着型サービス外部評価については、県から示されている評価項目・基準が見直されてから

時間が経過している。昨今の認知症高齢者グループホームの位置付けや認知症ケアを巡る情勢

の変化も激しいことから現行の基準を逸脱しない範囲で、現在の情勢に見合った視点を盛り込

めるよう調査員のフォローアップを行っていく。 

活
動
評
価 

2020 年度は活動全般に新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、活動方針に沿った事業実施

が十分でなかった。評価業務においては、福祉サービス第三者評価で社会的養護関係施設の評価受

審延期が認められたり、事業所との協議により 2021 年度に先送りとなったりと影響を受けた。認

知症高齢者グループホームの外部評価については、日程の変更等はあったものの申し込まれた事

業所については、事業所と協議し感染症対応をしながら実施することができた。自己評価等の事業

所向け研修会や調査員のフォローアップが実施できなかったため、次年度の課題として残されて

いる。 

■地域密着型サービス外部評価実施状況 2021 年 3 月末日現在 

   2020 年度の認知症高齢者グループホーム外部評価 54 件実施 （※訪問調査は 8 月スタート） 

■福祉サービス第三者評価実施状況 2021 年 3 月末日現在 

状況 種別 施設・事業所名 

実施中（評価確

定前） 

高齢 新穂愛宕の園（※新型コロナウイルス感染防止のため 2019 年度から訪問調査保留中） 

障害 新星学園 

保育 あたごとまとこども園 

社会的養護 新潟市児童相談所一時保護所 

評価確定 保育 ひだまり保育園（2019 年度開始分） 

社会的養護 新潟学園（児童自立支援施設） 

※新型コロナウイルス感染拡大状況を鑑み、2020 年 8 月 6日付厚労省通知により、今年度の社会的養護関係施設の第

三者評価受審の 1 年延期が認められました。これにより、2020 年度に実施予定だった「新潟県若草寮」「聖母愛児園」

「新潟天使園」「聖母乳児院」「若竹寮」の評価実施が 2021年度に延期となりました。 

定
例

会
議 

会議名称 開催日 開催場所 

運営委員会 2020 年 7 月 4 日（土） 事務局 

研修・講座等開催状況 

研修・講座等名称 開催日 参加者・人数 会場 

福祉サービス第三者評価基準を活

用した自己評価研修会 
新型コロナ感染拡大防止のため中止 



福祉サービス第三者評価基準を活

用した自己評価研修（出前講座） 

2021 年 2 月 18 日（木）

および 3 月 18 日（木） 
事業所職員計 25 名 守門の里 

地域密着型サービス外部評価調査

者勉強会（調査員フォローアップ

研修） 

2020 年 4 月 25 日（3 月

延期分） 
9 名 Zoom ミーティング 

外部への講師・委員等の推薦・派遣 

依頼元 内容 推薦・派遣された会員 

新潟県福祉保健部国保・福祉指導

課 
新潟県福祉サービス第三者評価推進委員会委員 松山 茂樹 会員 

新潟県福祉保健部国保・福祉指導

課 

新潟県福祉サービス第三者評価受審事業者説明会講

師 
田崎事務局長 

そ
の
他
活
動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（福祉的な支援を必要とする矯正施設の退所予定者の社

会復帰の支援を行う事業） 

事業内容（部門） 地域生活定着促進（事業活動部・新潟県地域生活定着支援センター） 

活
動
方
針 

■個々のケースへの支援力向上 

一人ひとり抱える課題は様々であり、個別に柔軟な対応が求められている。支援者側の幅広い

知識・経験を持って対象者の支援にあたる。 

■ネットワーク構築 

個別の支援ケースを多角的に、あらゆる社会資源を活用して支援していくために、「医療」「障が

い」「高齢」「行政」「全国の定着支援センター」「矯正施設」「保護観察所」「その他社会資源」等

の各関連機関とのネットワークを構築していく。 

■広報活動・啓発活動 

地域生活定着支援センターの役割を広く伝える。 

刑を終えて社会復帰しようとする人に対する障壁を取り払い、その人の持つ権利を守りまた適

切に行使できるよう地域の支援者・関係者の理解を得るための活動を行なう。 

活
動
評
価 

『個々のケースへの支援力向上』 

令和２年度、地域生活定着支援人材養成研修・広報啓発事業である中級職員研修、管理職員研修、

広報・啓発担当職員研修に参加し、自己研鑽を行った。また、その他必要な研修に参加し、学んだ

ことを実践に活かすことができた。 

『ネットワーク構築』 

個別の事例を通して関係者とのネットワークの構築を図った。また、保護観察所、刑務所、定着セ

ンターの連携強化のため、特別調整定例実務者会議を実施や会議の参加、委員活動等を通してネッ

トワークの構築を図った。 

『広報活動・啓発活動』 

 関東・甲信越ブロック専門研修を開催県として実施。また、地域福祉研修や各団体からの依頼等

に応じて、研修等を実施した。 

１．コーディネート業務 

保護観察所からの依頼に基づき、矯正施設等の退所予定者に対して、関係機関と連携しながら福祉サービス等の調

整を行います。 

本年度依頼受付件数          36 件 2021 年 3 月末日時点 

２．フォローアップ業務 

 コーディネート業務で調整した対象者が地域でより良い生活を送れるように、一定の期間、生活状況の確認や必要な助

言を行います。 

 支援継続中件数 31 件  

支援終了件数 18 件 2021 年 3 月末日時点 

 

３．相談支援業務（矯正施設を退所した本人や関係者からの相談対応） 

 矯正施設から退所した方などの福祉サービス等の利用に関して、本人や関係者からの相談に応じ助言やその他必要な

支援を行います。 

件数 23 件 2021 年 3 月末日時点 



4. 地域ネットワーク 

地域福祉支援検討会 69 件 ／ 福祉事業者巡回開拓 82 件 ／ 地域福祉研修 20件 

定
例
会
議 

会議名称 開催日 開催場所 

連絡調整会議 ４/２７、５/２６、６/５、 

６/２９、８/２４、１０/６、 

１１/５、３/１８ 

新潟刑務所 

定例実務者会議 ７/３１ 新潟刑務所 

対象者協議会 未実施（新型コロナによる）  

関東甲信越センター長会議 ７/３１、３/８ 高崎市、ZOOM 

研修・講座等開催状況 

研修・講座等名称 開催日 参加者・人数（約） 会場 

地域福祉研修 ４/２１ １０名 慈仁工房 

地域福祉研修 ７/１５ ８名 パラシュート 

地域福祉研修 ７/１５ ７名 いなほ園 

地域福祉研修 ７/２０ ２０名 太陽 SOCIO センター 

地域福祉研修 ８/２１ 不明 ZOOM（松潟の園） 

地域福祉研修 ８/２６ 不明 ZOOM（豊栄福祉会） 

入口支援に関する研修 ８/２８ １０名 検察庁 

地域福祉研修 ９/１１ １０名 ZOOM（ロングラン） 

関東・甲信越ブロック専門研修 １０/２３ １４０名 ZOOM 

地域福祉研修 １０/７、１０/１７ ４６名 緑風園 

地域福祉研修 １１/１３ ８名 燕市社協就労支援センター 

地域福祉研修 １２/１０ ８名 HUG 

保護司研修会（講師） １２/１０ ５０名 新潟ユニゾンプラザ 

地域福祉研修 １２/１１ ５名 あさがお 

身寄りなし研究会（講師） １/２１ ２０名 エコスタジアム 

地域福祉研修 １/２９ ２０名 警察学校 

入口支援に関する研修 ２/１９ １５名 新潟県弁護士会 

地域福祉研修 
３/１０ 

 

２０名 やひこの里 

地域福祉研修 ３/１５ １６名 魚沼地域振興局 

そ
の
他
活
動 

●研修参加 

Keepsafe インストラクター養成研修   

新潟刑務所研究事業   

地域生活定着支援センター社会福祉士会受託研究会 

地域生活定着支養成研修（中堅研修、広報・啓発研修、管理職員研修） 

新潟県相談支援専門員協会 全体研修 

さいがた医療センターアディクション研修 



発達障害のある人の非行、触法行為に対する『初動対応』と触法アセスメント 

条件反射制御法学会 

依存症者を支える家族と援助者のための講演会 

 

●その他活動（センター長または相談員が参加） 

関東・甲信越ブロック専門研修実行員会        

新潟市障がい者地域自立支援協議会（全体会、運営事務局会議、相談支援連絡会） 

中央区自立支援協議会 

中央区ケース会議 

長岡市再犯防止関係者会議 

全定協 政策・実務部会（国への要望書作成） 

全定協 実務・検討委員会 

少年鑑別所協議会 

社会福祉推進事業テキスト検討委員会 

はばたきネット 

Keep safe プログラム 

 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士の専門性を高めるための事業（生涯研修センター） 

担当理事名 稲田 泰紀 

活
動
方
針 

所属する会員が社会福祉士の職務に関する知識及び技術の向上、倫理及び資質の向上のた

めに、生涯にわたって研鑽を重ねることを目的とした『日本社会福祉士会生涯研修制度による

研修』を企画・運営する。 

 ●生涯研修制度の基礎課程「基礎研修Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ」を開催する。 

 ●基礎研修Ⅰのプログラムを改変し、新入会員向けに会の活用などを周知する。 

 ●基礎研修Ⅱ、Ⅲについて、やむを得ず受講できなかった受講生に配慮し、近隣県で受講が出来

るように他県との相互受講が出来るように調整を行う。 

 ●運営委員による講座のファシリテーション・運営スキルの向上を図る。 

活
動
評
価 

基礎研修Ⅰと兼ねた新入会員への活用ガイド説明会に、本会役員から協力いただきオンライン

で開催することが出来た。 

 基礎研修については新型コロナウイルス感染防止の観点から基礎研修Ⅱ、Ⅲを止む無く中止し

た。基礎研修Ⅰについてはオンラインにて開講。2021 年度は基礎研修をすべてオンラインで実施

予定。基礎研修Ⅰのファシリテーターとして委員外からのスタッフ協力をいただいたことにこの

場を借りて感謝申し上げたい。 

感染拡大が懸念されている中で、会員の学びや資質向上のサポートを工夫しつつ行っていく必

要性を感じた。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

定
例
会
議
等 

会議名 実施日 実施場所 

運営委員会 
① 2020 年 4 月 19 日（日） 

② 2020 年 12 月 10 日（木） 

① 事務局 

② Zoom ミーティング 

部
門
が
主
催
す
る
研
修 

研修名 実施日 実施方法等 

基礎研修Ⅰ（集合研修 3 回） 

2020 年 6 月 28 日（日） 

2020 年 10 月 11 日（日） 

2021 年 1 月 16 日（土） 

Zoom ミーティングで実施 

43 名受講 

基礎研修Ⅱ（集合研修 11 回） 中止 

基礎研修Ⅲ（集合研修 11 回） 中止 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

・日本社会福祉士会生涯研修委員会議（10 月 17 日（土）、web（Zoom）で実施／稲田泰紀理事、

伊藤裕輔委員参加） 

・「新たな認定社会福祉士認証研修プログラム」策定プロジェクトチーム参画（稲田理事） 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を高

めるための事業（企画部・法人研修班） 

担当理事名 丸山 径世 

活
動
方
針 

多様化する問題に立ち向かう時、社会全体でお互いを支え合い、「ともに生きる」ことが求めら

れる。それを実現するために以下の活動方針を掲げる。 

①平成 31 年度（令和元年度）同様、社会福祉士の資質向上を図り、研修を通じて地域に「専門性」

を普及・提供・還元していく。研修は「相談援助スキルアップセミナー」を始め、会員の声を反

映し、地域や社会に求められている研修を企画する。 

②新潟県医療ソーシャルワーカー協会、新潟県精神保健福祉士協会と合同で開催する「ソーシャル

ワーカーデー」は学生と教職員、会員の皆さんの声を反映し、鋭意工夫を凝らした企画を展開し

ていく。 

③「健康寿命延伸フォーラム」は少子高齢社会を抱えるわが国の大きな課題であり、新潟県は「健

康立県にいがた」のスローガンを掲げ活動を強化している。②同様三団体連携し、ブースを共同

出展する予定である。 

④総会時に開催する全体研修では、会が企画運営実施する全活動の報告機会を設け、全活動の「見

える化・分かる化・できる化（参加）」を行なう。 

活
動
評
価 

コロナ禍により、人とのつながりの大切さを痛感する毎日である。しかし、それが感染拡大につ

ながるのではと不安を抱える会員も多い。この相反するなかにおいても、学びの歩みを止めずに活

動できたことは評価できる。 

地理的アクセスに課題を持つ当県において、リモート開催は、上記の①②③④を通じて、参加者

層を広げることに成果を発揮した。 

現時点では、リモート開催によるグループワークの不十分さやネット環境の不具合による反省

点も少なくない。次年度以降も、リモート開催によるメリットを最大限に活かし、活動予定であ

る。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 実施概要 

各活動の企画・運営の検討 

各会議は Zoom ミーティングで実施 

（１）法人研修班運営委員会 

2020 年 5/13、2021 年 3/8 

（２）SWD 企画会議 

2020 年 5/20、6/16、6/29（リハ） 

（３）相談援助スキルアップセミナー企画会議 

   2020 年 9/9、9/28、10/13、12/23、2021 年 1/18 

ソーシャルワーカーデー 
7 月 11 日（土）、Zoom ウェビナーを使用した web イベント

として実施／77 名が視聴（うち約 6 割が学生） 

会員交流会（総会後） 中止 

部
門
が
主
催
す

る
研
修 

研修名 実施概要 

全体研修（各部門の活動内容紹介・

説明） 
総会時 2020 年 6 月 13 日（土）、Zoom ウェビナーで実施 

福祉関係者のための成年後見活用 2020 年 5 月 25 日（月）新潟・5 月 29 日（金）上越の 2 回、



講座（入門編） Zoom ミーティングで実施／計 34 名が視聴 

福祉関係者のための成年後見活用

講座（ステップアップ編） 

2020 年 11 月 17 日（火）、11 月 27 日（金）の 2 回、Zoom

ミーティングで実施／計 30 名が視聴 

相談援助スキルアップセミナー 
2021 年 1 月 22 日（金）Zoom ミーティングで実施／計 15 名

が視聴 

そ
の
他
活

動
、
備
考 

・「新たな認定社会福祉士認証研修プログラム」策定プロジェクトチーム参画（丸山理事） 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を高

めるための事業（企画部・災害支援班） 

担当理事名 渡邊 豊 

活
動
方
針 

①昨年度の活動方針は、災害被災地を実際に訪ねて学ぶ研修を行うことを重要視し、２回研修を実

施した。具体的には、県内で発生した「新潟・山形地震」の被災地である村上市における研修、

もう一つは県外で発生した「令和元年台風 19 号災害」への支援報告会であった。2020 年度も

活動方針を継承し、「中越地震」被災地における研修及び「令和元年台風 19 号災害」被災県の

社会福祉士会の活動について学ぶ研修を実施する。 

②日本社会福祉士会の災害対応マニュアル・ガイドラインの更新に合わせて、本会災害対応マニュ

アル・ガイドライン等の見直し・更新を行い、より実践的な内容にしていく。 

③新潟県及び新潟県災害福祉広域支援ネットワーク協議会、近隣の都県社会福祉士会と連携を図

り、効果的かつ効率的に支援活動が行える協力体制を構築する。 

活
動
評
価 

①コロナ禍により被災地における研修及び対面による研修を中止せざるを得なかった。 

②本会災害対応ガイドラインの見直し・更新を行い、改訂（案）を作成した。また、同マニュアル

については検討中である。 

③Web によるメリットを有効に活用して、多くの日本社会福祉士会及び関東甲信越ブロック災害

関係会議等に理事に加え運営委員も参加し、情報収集を図った。 

（2021 年度は、コロナ禍における活動実施、災害対応マニュアルの改訂が課題である。） 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 実施概要 

災害対応マニュアル等の見直し等 災害対応マニュアル・ガイドライン等の見直し・更新を行う。 

定
例
会
議
等 

会議名 実施日 実施場所 

運営会議 
① 2020 年 7 月 4 日（土） 

② 2020 年 12 月 6 日（日） 
Zoom ミーティング 

部
門
が
主

催
す
る
研

修 

研修名 実施日 実施場所 

令和元年台風１９号災害支援報告会 中止 

中越地震災害現場視察研修会 中止 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

■新潟県災害福祉広域支援ネットワーク協議会への参加（随時） 

■関東甲信越ブロック社会福祉士会災害連携会議 

  7 月 25 日（土）Zoom ミーティングにて実施／渡邊豊理事が参加 

  11 月 14 日（土）Zoom ミーティングにて実施／渡邊豊理事が参加 

■新潟県コロナ感染症発生時の職員等応援体制作り団体説明会 

   9 月 3 日（木）Zoom ミーティングにて実施／渡邊豊理事が参加 

■日本社会福祉士会主催・都道府県社会福祉士会災害担当者会議 

  10 月 24 日（土）Zoom ミーティングにて実施／渡邊豊理事、本多博樹委員が参加 

 



公益法人会計上の事業区

分 

公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を高め

るための事業（会員活動部・高齢者支援班） 

担当理事名 小山 弓子 

活
動
方
針 

・県社会福祉士会の組織・研修体系等のあり方見直しを行っている現状を踏まえ、2020 年度は「ネ

ットワーク研修（認証研修）」「全体研修（2019 年度は実践報告会）」は行わない。 

・各地区での勉強会は、地区ごとでの期待される役割や今までの実績を積み重ねる形で継続する

（各地区 1 回以上）。 

・新潟県高齢福祉保健課から委託予定の「地域包括支援センター職員等研修（初任者研修）」「高齢

者虐待防止研修（要介護施設管理者・研修担当者等向け）」の企画・運営を行う。 

・運営委員を中心に外部講師・委員の推薦・派遣依頼に応える。 

活
動
評
価 

・「研修のあり方検討会」「新たな認定社会福祉士認証研修プログラム策定プロジェクトチーム」に

参画した。 

・各地区の勉強会はオンラインで実施した結果、例年より多くの（地区をまたいでの）参加者があ

った地域と実施できなかった地区とがあった。 

・コロナ禍の中で県から受託の「地域包括支援センター職員等研修（初任者研修）」を集合型で感

染対策を行い実施することができた。「高齢者虐待防止研修（要介護施設管理者・研修担当者等

向け）」は実施できなかった。 

・運営委員を中心に外部からの派遣依頼に応えることができた。 

・オンライン・集合型それぞれのメリットを活かし、参加者同士の交流を意識した研修会のニーズ

に応えていく必要がある。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

定
例
会
議
等 

会議名 実施日 実施場所 

運営委員全体会 2020 年 4 月 26 日（日） Zoom ミーティング 

運営委員班会議 

（県包括初任者研修班） 

① 2020 年 6 月 8 日（月） 

② 2020 年 10 月 6 日（金） 
Zoom ミーティング 

運営委員班会議 

（県虐待防止研修班） 

① 2020 年 9 月 27 日（日） 

② 2020 年 10 月 25 日（日） 

③ 2021 年 2 月 6 日（土） 

④ 2021 年 3 月 7 日（日） 

Zoom ミーティング 

部
門
が
主
催
す
る
研
修 

研修名 実施概要 

地域包括支援センター職員等研修

（初任者研修／県事業） 

・2020 年 4 月時点で県から中止の連絡あったが、その後、実

施の要請あり 

・2020 年 8 月 17 日、8 月 28 日（2 日間）新潟ユニゾンプラ

ザにて実施 

・37 名受講（新型コロナウイルス感染防止策として定員を例

年の半分以下とした） 



新潟県介護施設職員向けＢＰＳＤ

対応研修（高齢者虐待防止研修）

（県事業） 

・2020 年 4 月時点で県から中止の連絡あり 

・2021 年 4～5 月頃に実施できるよう、2020 年度中から研修

プログラムの検討を開始（2020 年 9 月 24 日付で 2020 年

度委託契約を県と締結） 

新潟地区勉強会 
① 障害年金制度を学ぶ会／2020 年 7 月 11 日（土） 

  Zoom ウェビナーにて実施、79 名が視聴 

下越地区勉強会 

① 新型コロナウィルス感染症に学ぶ対人援助実践の在り方

について考える会／2020 年 8 月 8 日（土） 

 Zoom ミーティングにて実施／11 名が参加 

② オンライン事例検討会／2020 年 11 月 7 日（土） 

 新潟県介護支援専門員協会と共催、Zoom ミーティングに

て実施／16 名が参加 

佐渡地区勉強会 
① ぱあとなあ佐渡地区との合同研修／2020 年 11 月 23 日

（月・祝）、11 名が参加 

魚沼地区勉強会 

① 身寄りのない方への支援／2021 年 1 月 23 日（土） 

身寄りなし問題研究会・NPO 法人十いろと共催、Zoom

ミーティングにて実施、31 名が参加 

外部への講師・委員等の推薦・派遣 

依頼元 内容 推薦・派遣された会員 

長岡市 長岡市地域包括ケア推進協議会委員 小坂井 佑介 委員 

（一社）新潟県介護支援専門

員協会 

令和 2 年度新潟県介護支援専門員「更新研修」

「専門研修」（専門研修課程Ⅱ）講師 
宮下 美知子 委員 

新潟県介護労働安定センター 介護労働懇談会 大屋 守 委員 

そ
の
他
活

動
、
備
考 

・「新たな認定社会福祉士認証研修プログラム」策定プロジェクトチーム参画（小山理事、小坂井

佑介委員、和田健治委員） 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を高

めるための事業（会員活動部・障害者支援班） 

担当理事名 本間 奈美 

活
動
方
針 

 2020 年度は、専門研修「障害者の生活支援研修（認定社会福祉士認証研修／障害分野 1 単位）」

について、内容を再度検討し、福祉情勢に合った内容にしながら開催していく。    

 専門研修の対象は、障害支援分野の会員のみならず、地域包括支援センター職員等の高齢者支援

分野等会員も対象とする。今後の共生社会を見据え、ソーシャルワーカーとして多様なニーズに対

応でき、チームアプローチを活用しながら本人に寄り添った支援を学ぶ場ともしたい。スキルを活

用し、本人の想いを引き出しながら、今までよりも一歩進んだアセスメントを学ぶ研修ともした

い。ケースワークのみならず、コミュニティソーシャルワーク、ソーシャルアクションへ向けた動

きを取れる、高度な専門性を持った社会福祉士・ソーシャルワーカーの育成を目指す。 

 また、障害者支援に携わる若手ソーシャルワーカーを対象に、障害者特性の理解やそれに沿った

支援などを学ぶ、勉強会を開催していく。小規模な集まりにすることで、気軽に学ぶ機会を得られ

るようにしていきたい。 

活
動
評
価 

今年度は企画を行っていた研修や交流の場が、コロナウイルス感染拡大等から中止となってい

る。実施できなかった内容については、来年度に向けてよりブラッシュアップを図っていくよう検

討を進めてきた。 

 また、コロナ禍でも学びを止めないための取り組みとして、学生や初任者などにも学んでもらえ

るようなオンデマンドプログラムの検討を行った。プログラムの検討会を実施し、次年度に向け

て、YouTube を活用して公開をしていくこととなる。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

定
例
会
議
等 

会議名 実施日 実施場所 

運営委員会 
① 2020 年 5 月 29 日（金） 

② 2020 年 8 月 28 日（金） 
Zoom ミーティング 

部
門
が
主
催
す
る
研
修 

研修名 実施概要 

障害者の生活支援研修（認定社会福

祉士認証研修） 
中止 

コロナに負けるな！オンライン飲

み会@Zoom 
中止 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

・障害について学ぶオンデマンドプログラム（15 分×4 回）の作成（YouTube 活用） 

2020 年 9 月 17 日、10 月 15 日、11 月 2 日、12 月 7 日 

・「新たな認定社会福祉士認証研修プログラム」策定プロジェクトチーム参画（本間理事、上野大

誠委員） 

・障がい者権利擁護チームへの参画 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を高

めるための事業（会員活動部・生活更生保護、児童家庭支援班） 

担当理事名 国兼 明嗣 

活
動
方
針 

「助けられない SOS はない！生命（いのち）を守る制度・実践を学ぼう」をテーマとして、年 3 回の中

規模研修を開催。そもそも当班が取り扱うジャンルに直結する業務についている会員が少ない中

で多くの会員に興味を持っていただき多く参加してもらうために、基礎的な内容で、社会的にもタ

イムリーなテーマを扱っていくこととし「児童虐待」「生活困窮者自立支援事業」「生活保護」につ

いての基礎的な内容で研修を企画・運営する。 

 なお、「支援者のための司法制度研修」（認証研修）は、2020 年度は実施しない（全国地域生活

定着支援センター協議会による関東甲信越ブロック研修が、2020 年度は新潟開催であり、司法福

祉に関する地域への啓発はこの研修で行うこととする）。 

活
動
評
価 

今年度の研修は当初 3 回行う予定としていたが、新型コロナウイルスの急拡大を受け、オンラ

インでの実施に切り替え、2 回の実施となった。委員同士、充実した研修が行えるよう、その内容

や、講師の選定、当日の司会やチラシ作りの担当など積極的に意見を出し合い活動を行ってきた。 

1 回目はコロナ禍によって失業し生活困窮に陥るようなケースを想定し、困窮者の生活を守る制

度的な知識を得られる内容で 6 月下旬に実施した。2 回目は児童の支援に焦点を当て、「要対協」

「児童相談所」の機能や実践という内容で行った。オンラインになったことで、遠方の会員でも研

修に参加しやすいという声がある一方で、研修参加者増に寄与したとは言い切れない参加人数で

あったことは次年度への課題である。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活

動 

（
研
修
以

外
） 

内容 実施概要 

ソーシャルワーカーデー 

ブース出展 

中止（ソーシャルワーカーデーは web イベントだったためブ

ース出展なし） 

定
例
会
議
等 

会議名 実施日 実施場所 

運営会議 

① 2020 年 5 月 16 日（土） 

② 2020 年 11 月 29 日（日） 

③ 2021 年 1 月 9 日（土） 

Zoom ミーティング 

部
門
が
主
催
す
る
研
修 

研修名 実施概要 

Zoom de 講座「with コロナ時代の生活支援を

公的扶助から考える」 

2020 年 6 月 27 日（土）Zoom ミーティングにて

実施、47 名が視聴 

Zoom de 講座「子どもを地域で守る仕組みづく

りや制度や実践事例など児童福祉に関するあ

れこれを聞いてみる講座」 

2021 年 3 月 20 日（土・祝）Zoom ウェビナーに

て実施、20 名が視聴 

そ
の
他
活

動
、
備
考 

 

 

 



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を高

めるための事業（人材育成・スーパービジョン支援班） 

担当理事名 小久保 志乃 

活
動
方
針 

（１）実習指導者養成に関して 

当会の実習指導者講習会は隔年実施としており、2019 年度は実施予定年度ではなかったが、

実習指導者講習会の内容も見直されることが考えられるため、2019 年度も講習会を定員 50 名

として開催したところ、定員を大きく超える申込みがあり、55 名の方の受講を受け入れた。 

現在厚労省では社会福祉士養成カリキュラムの見直しがなされており、これに伴い実習指導

についてもプログラムが変更される見込みである。2019 年度の講習会では残念ながら約 30 名

の希望者に対して、実習指導者講習を行えなかったことから、2020 年度については、100 名定

員として最後の現行カリキュラムにおける実習指導者講習会を実施することとする。 

なお、フォローアップ研修については、新カリキュラムにおいて必要となるフォローアップ

内容を確認した上で行う必要があることから、2020 年度は実施しないこととする。 

（２）スーパービジョン支援について 

生涯研修制度・基礎課程修了者を中心に、スーパービジョンのコーディネート支援申込が少

しずつ増えている状況が認められる。現在、新潟県の登録スーパーバイザーは 16 名、うち当会

が申込窓口となっているバイザーは 13 名であるが、地域や領域に偏りがあるなど、実質的なバ

イザーの不足感がある。認定社会福祉士となった方などを中心に、バイザーとなれる人材を確

保していく必要性がある。併せて、スーパーバイザーの意見交換・情報交換の機会を設け、その

質の向上をサポートする。 

（３）社会福祉士養成校との連携 

質の高い社会福祉人材の育成に向け、社会福祉士養成校との連携のもとで在学中および卒後

の学び合いの体制を構築していくことが求められている。養成校教員である会員とソーシャル

ワーク実践者である会員とをつなぎ、養成校での授業への協力や実習指導者養成、学生に対す

るソーシャルワークの理解促進などに取り組んでいく。 

活
動
評
価 

評価できる点として、コロナ禍ながら、社会福祉士実習指導者講習会を 2 月に延期し、zoom で

実施し、83 名の実習指導者養成を行うことができた点である。さらに、スーパーバイザー意見交

換会を行い、次年度の「スーパービジョン体験会」の開催に向けて着実に一歩踏み出すことができ

た点があげられる。 

 次年度に向けての課題としては、実習指導者養成研修の講師を概ね目途は立てたものの、具体的

な日程等の詳細が不明であり、依頼ができていない。さらに、実習指導者フォローアップ内容の検

討について、新カリキュラムに対応した検討を行う必要があげられる。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 実施概要 

実習指導者フォローアップに関す

る検討 
2021 年度に持ち越し 

スーパーバイザー意見交換会 3 月 21 日（日）、Zoom ミーティングで実施 

社会福祉士養成校への講師派遣 

新潟医療福祉大学への非常勤講師派遣 

相談援助演習Ⅰ（前期）田崎 基 事務局長 

 相談援助演習Ⅱ（後期）田中 保雄 会員 



定
例
会
議

等 

会議名 実施日 実施場所 

運営委員会 
① 2020 年 9 月 26 日（土） 

② 2021 年 1 月 24 日（日） 
Zoom ミーティングで実施 

部
門
が
主
催

す
る
研
修 

研修名 実施日 実施場所 

社会福祉士実習指導者講習会 
2021 年 2 月 13 日（土）、2 月

14 日（日）、2 月 16 日（火） 

Zoom ミーティングで実施 

83 名が修了 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

●スーパービジョン支援（バイジーとバイザーのマッチング） 

●日本ソーシャルワーク教育学校連盟新潟県支部（敬和学園大学・趙先生、新潟大学歯学部・米澤先生）と

の社会福祉士の養成・育成に関する意見交換／2020 年 11 月 16 日 Zoom ミーティングにて（星井、渡辺、

丸山および事務局・畠山が参加） 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 福祉社会を担う人材を養成する事業（国家試験対策講座、統一模擬試験） 

活
動
方
針 

例年のとおり、社会福祉士の育成を支援する事業として「社会福祉士国家試験対策講座」および

「社会福祉士全国統一模擬試験」を実施する。 

①「社会福祉士国家試験対策講座」は新潟医療福祉大学・中央法規出版との共催にて実施する。例

年同様に 1 科目約 2 時間・1 日 4 教科の講義を 5 日間と模擬試験 1 日間の計 6 日間での実施を

予定する。 

②「社会福祉士全国統一模擬試験」も例年通り、日本社会福祉士会の後援のもと「福祉教育カレッ

ジ」が作成する模擬問題を使用して実施する予定とする。 

※段階的な力試しの機会として受験者に活用してもらえるよう、①と②の模擬試験実施日には、間

にある程度の期間を設ける 

活
動
評
価 

 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、国家試験対策講座はオンライン活用、模擬試験は自宅

受験へと変更した。 

 国家試験対策講座は、オンラインでの参加が困難・苦手な方にも考慮し、上限人数を定めたうえ

で会場への来場も可とし、所謂「ハイブリッド型」での運営を行った。機材の準備や資料の事前送

付などの苦労も多かったが、講師の先生方のご理解とご協力を得て大きなトラブルなく実施でき

たと考える。通信状況により視聴に不具合があった受講者や、やむを得ず欠席した受講者に対して

は、当該科目の講義動画を、期間を限定して視聴いただく対応を講じた。 

 国家試験対策講座、模擬試験ともに受講者が自宅で取り組む形が中心となったが、アンケートで

は、オンラインや自宅受験では学習へのモチベーションや集中力が保ちにくかったという声も散

見された。 

研修・講座等開催状況 

研修・講座等名称 開催日 参加者・人数 会場 

社会福祉士国家試験受験対策

講座 

講義 5 日間（7/25、8/29、

9/19、10/10、11/1） 

模擬試験（11/15） 

Web 参加 33 名 

来場参加 16 名 

模擬試験受験者 61 名 

Zoom ウェビナー参加を基

本として実施（会場への来

場数を制限） 

模擬試験は自宅受験 

社会福祉士全国統一模擬試験 2020 年 10 月 18 日(日) 受験者 296 名 自宅受験 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 相談支援 

活
動
方
針 

１．福島県復興支援員設置業務 

・福島県からの委託業務。東日本大震災で被災し新潟県に避難している人達が抱える課題の把握・

解決を図り、一日も早い帰還や生活再建に結び付けていくことを目的とするもの。 

・福島県県外駐在員等と共に、戸別訪問を通じて避難世帯の状況および課題を把握して、その課題

を解決するため関係機関との連絡調整を行う。 

・避難元・避難先自治体、民間支援団体等からの支援情報を収集し、避難者への資料提供等による

情報提供を行う。 

・生活再建支援拠点を運営する支援団体と連携（戸別訪問等を通じて得られた支援ニーズの共有。

支援団体が企画する交流会や説明会への協力など）して避難者の生活再建に向けた支援を行う。 

２．福島県避難者住宅確保・移転サポート業務 

・福島県からの委託業務。避難指示が解除された区域等からの避難世帯のうち、応急仮設住宅の供

与期間終了後の新たな住宅確保の目途が立っていない世帯に対し、新たな住宅への移行が円滑

に進むよう支援を行い、生活再建を後押しする。 

・サポート対象世帯に対し、電話及び訪問による相談業務を実施し、当該世帯が有している住宅確

保に関する課題及び住宅再建先の意向を把握したうえで、新たな住宅確保に向けた必要な支援

を行う。 

活
動
評
価 

2020 年度の復興支援業務は、コロナ禍で避難世帯への個別訪問活動を中止し、電話での状況確

認を中心に実施した。継続して訪問していたケースは極力電話で状況の確認を行うとともに、避難

世帯へ相談ニーズ把握のために案内を送付し、返信用はがきの戻りを受けて復興支援員が架電し

て状況を聞き取り、必要時は訪問してのインテーク面談を実施した。9 月からは復興支援員 2 名ペ

アで、土日も含めて架電アプローチを開始し、対応が必要な世帯には地域の支援機関や社会資源に

つなげるなどの個別支援を行った。復興支援員のミーティングは毎月 Zoom で実施し、要支援世

帯の情報共有と支援方針を確認した。 

また、他団体が運営する福島県生活再建支援拠点の出張相談会事業にも復興支援員が相談員と

して協力した。 

次年度もコロナ禍の状況を考慮し、避難世帯の状況確認は電話・手紙が中心になる見込みであ

る。福島県等との連携を密にしながら、避難世帯の抱える個別の課題に対処して支援につなげるよ

う努めて行きたい。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 実施概要 

１．福島県復興支援員設置業務 

①避難世帯を対象とした相談ニーズ把握（訪問案内・返信用

ハガキを 2020 年 7 月に 582 世帯、11 月に 197 世帯（柏崎

市）へ送付） 

③ 戸別訪問（2020 年 5 月～2021 年 3 月） 

延べ訪問件数 20 件、うち延べ面談数 15 件 

④ 電話アプローチ（2020 年 9 月～2021 年 3 月） 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、戸別訪問を休

止し電話での状況確認を実施 延べ 606 件 



２．福島県避難者住宅確保・移転サ

ポート業務 

①電話相談 2021 年 3 月末現在の延べ件数／1 件 

②訪問相談 2021 年 3 月末現在の延べ件数／0 件 

定
例
会
議
等 

会議名 実施日 実施場所 

復興支援員と福島県職員（新潟駐

在）との定例ミーティング 

5/26、8/20、9/23、10/21、11/26、

12/22、1/20、2/24、3/23 
Zoom ミーティングで実施 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

・支援団体が企画する交流会、説明会への協力 

  新発田市出張相談（福島県生活再建支援拠点コランショ新潟が主催） 

   2020 年 8 月 27 日、9 月 24 日、10 月 30 日 

  阿賀野市出張相談（福島県生活再建支援拠点コランショ新潟が主催） 

   2020 年 10 月 20 日、12 月 15 日、1 月 26 日、2 月 16 日 

・福島県及び支援団体主催の研修会への参加 

① 7 月 29 日／復興支援員情報交換会（Zoom／支援員 2 名参加）  

② 11 月 12 日／県外避難者復興支援員研修・第 1 回（Zoom／支援員 2 名参加） 

③ 12 月 9 日／県外避難者復興支援員研修・第 2 回（Zoom／支援員 3 名参加） 

④ 12 月 8 日／「心のケア」3 県（福島・山形・新潟）合同研修会（Zoom／支援員 2 名参加） 

⑤ 1 月 13 日／全国広域避難者支援ミーティング（Zoom／支援員 1 名参加）  

・関係団体との会議出席 

  あまやどり（柏崎市の支援団体）との連絡調整会議（月 1 回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



公益法人会計上の事業区分 その他事業 

事業内容（部門） 調査研究事業（広報委員会） 

担当理事名 古澤 圭 

活
動
方
針 

地域共生社会の実現というミッションに向かい私たち社会福祉士は、生涯研修や認定社会福祉

士のみならず、会員活動にもソーシャルワークの専門性が益々必要とされている。会員が研修計画

をたてる羅針盤となる事務局だよりの発行やホームページ等の検討を随時行っていきたい。 

 

 実践報告集も会員の身近な実践研究の場となること、また仲間の実践研究から知を共有するこ

とができるよう、こちらも継続して編集・発刊を行う。 

活
動
評
価 

コロナウイルス感染の流行で参集しての会議ができず、特に実践報告集の編集作業が困難を極

めたが、何とか発刊出来て安堵している。本年度の対応から、来年度はもう少し上手く運営できた

らと思う。また zoom などネットワーク活用が思うようにできず、参集できるようになったら事務

局だよりやホームページについて事務局と打ち合わせ等を行っていきたい。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 実施概要 

事務局だより発刊 

2020 年度 

第 1 号：6 月 1 日、第 2 号：7 月 31 日、第 3 号：9 月 30 日 

第 4 号：12 月 15 日、第 5 号：3 月 

実践報告集の編集および発刊 2020 年 8 月に第 19 号を発刊 

定
例
会
議
等 

会議名 実施日 実施場所 

広報委員会 

（実践報告集編集委員会） 

① 2020 年 12 月 19 日（土） 

② 2021 年 2 月 20 日（土） 

① 事務局 

② ユニゾンプラザ和室 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

 

 


